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１．研究の背景と目的 

開発による影響をできる限り緩和する仕組みで

ある代償ミティゲーションは、現在では「生物多

様性オフセット」と名を変え、すでに制度化され

ている国、または制度化の検討をしている国が

100 ヶ国以上ある（OECD，2016）。日本では、環

境省の「環境影響評価における生物多様性保全に

関する参考事例集」や「成田空港における滑走路

増設事業」などにより生物多様性オフセットに関

する行政や企業の取り組みがみられるようになっ

てきた。また、生物多様性国家戦略 2012-2020 で

は、全ての都道府県が生物多様性地域戦略を

2020 年までに策定することに加えて、都市開発

の際に民有地の緑地の保全を担保する、ミティゲ

ーション的な仕組みについて検討を進めることを

目的としており、生物多様性オフセットの具体的

な方法について検討する必要がある。 

本研究では日本の自治体の生物多様性地域戦略

における生物多様性オフセットあるいはバンキン

グ的な政策の動向を明らかにすることで、今後の

日本での生物多様性オフセット制度導入のための

基礎的資料を作成することを目的とした。 

 

２．研究方法 

生物多様性地域戦略の策定状況を明らかにする

ために各自治体の HP より生物多様性地域戦略の

有無を調査した。 

 また生物多様性オフセットに類する仕組みの動

向を明らかにするために生物多様性地域戦略を特

定の文言によってスクリーニングして調査した。

特定の文言は環境省が公表している「環境影響評

価における生物多様性保全に関する参考事例集」

を調査し選定を行った。 

さらにスクリーニングによって抽出した戦略に

ついて生物多様性オフセットに関する理念、具体

的な制度の 2 点に着目して調査を行った。 

 調査内容をもとに類型化を行い制度の違いや先

行度合いの順位付けを含め整理、分析を行った。 

 

３．研究結果 

３．１ 策定状況 

今回は県と市及び東京 23 区の自治体（町と村

は除く）のみを調査した。自治体は合計 862 あ

り、そのうち 719 の自治体において戦略の策定が

行われていた。また、関東を中心に北側は戦略の

策定が進んでいるが、南側にいくにつれて、戦略

が未策定の自治体が多い傾向にある。和歌山県、

高知県、佐賀県、長崎県、沖縄県の 5 都道府県で

は半分以上の自治体が策定されていなかった。さ

らに、2020 年までの期限切れの戦略のみで、改

訂が遅れている自治体も多かった。 

 

３．２ 生物多様性オフセットに類する仕組みの

動向 

３．２．１ 文言の選定 

 スクリーニングに使用する文言は「環境影響評

価における生物多様性保全に関する参考事例集」

から、ノーネットロス・ネットゲイン、生物多様



 

性オフセット、代償措置、相殺、代替、バンキン

グ・バンク、ミティゲーション、ミティゲーショ

ンヒエラルキー、環境影響評価（環境アセスメン

ト）の 9 点とした。 

 

３．２．２ 各自治体の取組状況 

３．１によって確認された戦略において３．

２．１の文言でスクリーニングを行った。生物多

様性オフセットに類する仕組みについて各自治体

の取組状況を調査するために、生物多様性オフセ

ットに類する文言が含まれた制度を持つ自治体数

を調べた結果を表１に示す。 

表 1 生物多様性オフセットに類する文言が含ま

れた制度を持つ自治体数 

生物多様性オフセットに

類する文言 

文言を含む制度を

持つ自治体数 

ノーネットロス 1 

生物多様性オフセット 3 

代償措置 15 

相殺 2 

代替 17 

バンク 0 

ミティゲーション 21 

ミティゲーションヒエラ

ルキー 

2 

環境影響評価 196 

 

３．２．３ 生物多様性地域戦略の理念と具体的

な制度の調査 

文言について、最も多くの文言が確認された自

治体は鳥取県である。鳥取県では「ノーネットロ

ス」と「バンク」以外のすべての文言が確認され

た。「ノーネットロス」は徳島県でのみ確認され

たが、用語の解説のみで具体的な施策は見受けら

れなかった。また、「バンク」は記載のある自治

体はなく、「環境影響評価」は全ての県において

記載が確認された。 

３．３ 生物多様性オフセットに着目した自治体

の類型化 

 自治体の戦略においてスクリーニングによって

確認された文言の数で類型化を行った結果を表２

に示す。 

表 2 生物多様性オフセットに類する文言の数に

よる自治体の類型化 

確認された文言の数 自治体数 

1 個 155 

2 個 21 

3 個 5 

4 個 2 

5 個 0 

6 個 0 

7 個 1 

8 個 0 

9 個 0 

鳥取県が 7 個、福岡県糸島市と徳島県が 4 個ある

のを確認した。 

 

４．考察 

現段階では環境影響評価を意識して行おうとし

ている自治体は多いが、ミティゲーションについ

て考慮している自治体は少ない。これはミティゲ

ーションという言葉がまだ浸透されていないこと

が原因だと思われる。ただし、鳥取県のようにミ

ティゲーションを行うと戦略に明記している自治

体もあることから、今後はこのような自治体を中

心にミティゲーションや生物多様性オフセットな

どの言葉の周知が広がっていくものと思われる。 

また、現在の国家戦略の目標は 2020 年までで

あり改訂が遅れていることが原因で、各自治体の

生物多様性地域戦略の改訂が遅れていると思われ

る。今後順次改訂が行われていく中で生物多様性

オフセットの動向にはさらに注視していく必要が

あると考えられる。 
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